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（重点事項） 

 

１ 国民生活基礎調査について  

  本調査は、保健、医療、福祉、年金、所得等国民生活の基礎的事項について、世帯面 

から総合的に把握し、厚生労働省の所掌事務に関する政策の企画及び立案の基礎資料を 

得ること等を目的としている。 

  調査周期は、昭和６１年を初年とし、３年毎に出現頻度の低い事象の把握及び都道府 

県・指定都市別推計が可能となる大規模調査を実施し、中間の２か年は簡易な調査を実

施している。 

  平成２２年度は９回目の大規模調査年に当たり、近年の調査環境の変化への適切な対 

応及び調査員の負担軽減の観点から、所得票の調査方法を自計方式に変更するととも

に、調査項目の見直しを行ったうえで、世帯票、健康票及び介護票に係る調査を６月に、

所得票及び貯蓄票に係る調査を７月に実施することとしている。 
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（予算概要） 

１ 平成２２年度統計情報部歳出予算案の概要 
 

Ⅰ 予算概要 
 

平成２１年度 
予 算 額 

平成２２年度 
予 算 額 

対前年度比 

  千円  千円 千円  

統 計 情 報 部 ７，４５３，６０８ ７，９２３，１１０  ４６９，５０２ （ ６．３％） 

一 般 会 計 ６，２６９，０５７ ６，６０１，１１４  ３３２，０５７ （ ５．３％） 

労 働 保 険 特 別 会 計 １，１８４，５５１ １，３２１，９９６  １３７，４４５ （ １１．６％） 

      
(参考)      

統 計 調 査 関 係 経 費 ４，０７５，２０３ ４，３０８，２６０  ２２３，０５７ （ ５．７％） 

情 報 化 関 係 経 費 ３，３５７，９５７ ３，５９８，９４９  ２４０，９９２ （ ７．２％） 

     

 
Ⅱ 主な事業内容 
 

○ 統計調査関係経費（厚生関係） 
 

   各種統計調査については、厚生労働省の行政施策の基礎資料となるものであり、 
平成２２年度においても行政ニーズに対応した統計調査を実施する。 

 
  (１) 国民生活基礎調査大規模年の実施               

保健、医療、福祉、年金、所得等国民生活の基礎的な事項について世帯面から総

合的に把握し、厚生労働行政の企画・立案に必要な基礎資料を得るために、従来か

ら実施しているものであり、平成２２年度は３年毎の大規模調査年に当たり、都道

府県・指定都市別表章が可能な客体数で調査を実施する。 

 

  (２) 21世紀成年者縦断調査及び中高年縦断調査について調査方法の変更       

21世紀成年者縦断調査及び中高年縦断調査については、調査員調査により実施し

ていたが、平成２２年度から国からの直接郵送調査に変更する。 



3 
 

（参考） 

 
 
   

事     項 
平 成 ２ １年 度 
予 算 額 

平 成 ２ ２年 度 
予 算 額 差 引 増 △ 減 額 

 千円 千円 千円 

（ 厚 生 統 計 調 査 関 係 費 ）    

    

人 口 動 態 調 査 費 １，５３４，９０６ １，５０８，３１３  △ ２６，５９３ 

医 療 施 設 調 査 費 ５，８０６ ５，３８９ △ ４１７ 

衛 生 統 計 調 査 費 ６４，９９７ ５３，１２６ △ １１，８７１ 

受 療 状 況 調 査 費 ７，５３３ ０ △ ７，５３３ 

社 会 福 祉 統 計 調 査 費 ９，４３３ ９，３９０ △ ４３ 

社 会 福 祉 施 設 等 調 査 費 １０２，１５０ ７５，６６０  △ ２６，４９０ 

国 民 生 活 基 礎 調 査 費 ５１１，２６１ ９２７，８０３ ４１６，５４２ 

社 会 医 療 診 療 行 為 別 調 査 費 １５５，１９４ １５４，６８９ △ ５０５ 

介 護 保 険 統 計 調 査 費 ９９，２９６ １０３，７５７ ４，４６１ 

縦 断 調 査 費 ２９０，４９４ １６９，５５０ △ １２０，９４４ 

（再掲）    

２１世 紀出 生児 縦断 調査  ４１，３２４ ６６，１８８   ２４，８６４ 

２１世 紀成 年者 縦断 調査  １０３，３１３ ３９，９６４ △ ６３，３４９ 

中 高 年 者 縦 断 調 査  １４５，８５７ ６３，３９８ △ ８２，４５９ 

計 ２，７８１，０７０ ３，００７，６７７  ２２６，６０７ 
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平成21年度  増△減

予算額(Ａ) 総額（Ｂ） 地方委託費(再掲) (Ｂ－Ａ)

【大臣官房統計情報部】

人口動態調査 人口動態・保健統計課 1,534,906 1,508,313 1,365,556 △ 26,593

医療施設調査
人口動態・保健統計課
保健統計室

5,806 5,389 1,647 △ 417

衛生行政報告例 〃

病院報告 〃
64,997 53,126 21,987 △ 11,871

地域保健・健康増進事業報告 〃

医師・歯科医師・薬剤師調査 〃

福祉行政報告例 社会統計課 9,433 9,390 2,824 △ 43

社会福祉施設等調査 〃 102,150 75,660 413 △ 26,490

社会医療診療行為別調査 〃 155,194 154,689 0 △ 505

介護サービス施設・事業所調査 〃 84,288 88,749 825 4,461

介護給付費実態調査 〃 15,008 15,008 0 0

２１世紀出生児縦断調査 〃 41,324 88,896 0 47,572

２１世紀成年者縦断調査 〃 103,313 39,964 0 △ 63,349

中高年者縦断調査 〃 145,857 63,398 0 △ 82,459

国民生活基礎調査
社会統計課
国民生活基礎調査室

511,261 927,803 844,379 416,542

（合計） 2,773,537 3,030,385 2,237,631 256,848

平成２２年度厚生労働省統計調査関係予算案（厚生関係）一覧表

平成22年度予算額

調査名 主管課

(単位：千円)
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平成21年度  増△減

予算額(Ａ) 総額（Ｂ） 地方委託費(再掲) (Ｂ－Ａ)

平成22年度予算額

調査名 主管課

(単位：千円)

【医政局】

薬剤耐性菌感染症発生動向調査 指導課 17,145 17,107 0 △ 38

看護師等学校養成所入学状況及び卒業
生就業状況調査

看護課 60,413 12,387 0 △ 48,026

医薬品・医療機器産業実態調査 経済課 4,648 4,648 0 0

薬事工業生産動態統計調査 〃 52,632 52,618 41,273 △ 14

医薬品価格調査 〃 40,320 39,974 19,986 △ 346

特定保険医療材料価格調査 〃 76,451 76,411 44,561 △ 40

臨床研修修了者アンケート 医事課 1,000 2,700 0 1,700

（合計） 252,609 205,845 105,820 △ 46,764

【健康局】

国民健康・栄養調査
総務課
生活習慣病対策室

138,752 137,955 124,936 △ 797

（合計） 138,752 137,955 124,936 △ 797

【医薬食品局】

食肉検査等情報還元調査
食品安全部
監視安全課

－ － － －

（合計） － － － －

【雇用均等・児童家庭局】

地域児童福祉事業等調査 総務課 13,414 13,953 6,711 539

乳幼児身体発育調査 〃 0 14,711 10,754 14,711

（合計） 13,414 28,664 17,465 15,250
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平成21年度  増△減

予算額(Ａ) 総額（Ｂ） 地方委託費(再掲) (Ｂ－Ａ)

平成22年度予算額

調査名 主管課

(単位：千円)

【社会・援護局】

福祉事務所現況調査 総務課 6,284 6,305 0 21

社会保障生計調査
(被保護者生活実態調査）

保護課 129,610 129,465 106,477 △ 145

被保護者全国一斉調査
（基礎調査・個別調査）

〃 6,862 6,862 0 0

医療扶助実態調査 〃 5,731 5,738 0 7

生活実態に関する調査（仮称） 〃 － 52,545 39,103 52,545

住宅手当緊急特別措置事業に関する調査 〃 － 5,513 0 5,513

消費生活協同組合（連合会）
実態調査

地域福祉課 － － － -

援護年金等受給者実態調査 援護課 － 3,936 0 3,936

障害福祉サービス経営実態調査
障害保健福祉部
障害福祉課

0 24,819 0 24,819

障害福祉サービス報酬改定影響検証事業 〃 53,843 77,415 0 23,572

障害者自立支援給付事業状況報告 〃 - - - -

障害程度区分認定状況調査
障害保健福祉部
精神・障害保健課

87,251 67,691 0 △ 19,560

（合計） 289,581 380,289 145,580 90,708

【老健局】

介護事業経営実態調査
（調査準備関係）

老人保健課 0 41,274 0 41,274

介護事業運営等実態調査（仮） 〃 0 179,633 0 179,633

（合計） 0 220,907 0 220,907
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平成21年度  増△減

予算額(Ａ) 総額（Ｂ） 地方委託費(再掲) (Ｂ－Ａ)

平成22年度予算額

調査名 主管課

(単位：千円)

【保険局】

医療経済実態調査
（医療機関等調査）

医療課 88,890 22,358 0 △ 66,532

歯科補綴関連技術等に関する歯科診療報
酬の適正な評価のための調査検討

〃 － 3,658 0 3,658

健康保険被保険者実態調査 調査課 1,679 1,604 0 △ 75

医療費の動向調査 〃 28,887 23,218 0 △ 5,669

（合計） 119,456 50,838 0 △ 68,618

【年金局】

年金制度基礎調査 数理課 3,996 5,382 0 1,386

老齢福祉年金等受給権者実態調査　 年金課 1,015 1,015 0 0

年金改革の検討に関する実態調査 〃 － 250,536 66,733 250,536

公的年金加入状況等調査
事業企画課
調査室

0 85,173 0 85,173

（合計） 5,011 342,106 66,733 337,095

【政策統括官付　政策評価官室】

社会保障を支える世代に関する意識等調
査

21,968 21,427 17,213 △ 541

（合計） 21,968 21,427 17,213 △ 541

【国立社会保障・人口問題研究所】

社会保障・人口問題基本調査
　（第14回出生動向基本調査）

人口構造研究部 33,998 69,376 50,387 35,378

（合計） 33,998 69,376 50,387 35,378
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（連絡事項）

平成２２年

６月　                                                             
社会医療診療行為別調査実施
（調剤報酬に係る調査を含む）

調査経路は支払基金
・国保連合会

６月３日 国民生活基礎調査（世帯票・健康票・介護票）実施

６月上旬　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

国民生活基礎調査等地区別事務打合せ会議
（北海道、宮城県、栃木県、東京都、石川県、大阪府、
  愛媛県、福岡市）

７月

７月上旬
データサービス
（平成２０年度地域保健・健康増進事業報告）

７月１５日 国民生活基礎調査（所得票・貯蓄票）実施

７月１８日 直接郵送方式

９月～１２月

9月

９月下旬　
データサービス
（平成２１年人口動態調査）

１０月 社会福祉施設等調査実施
公共サービス改革法
による民間委託

公共サービス改革法
による民間委託

１１月 第６回中高年者縦断調査実施 直接郵送方式

第９回２１世紀成年者縦断調査実施 直接郵送方式

１２月 直接郵送方式

１２月３１日 医師・歯科医師・薬剤師調査実施

平成２３年　

１月１８日 直接郵送方式

１月中旬

１月下旬　
データサービス
（平成２１年医療施設動態調査・病院報告）

３月

３月中旬
データサービス
（平成２１年社会福祉施設等調査）

データサービス
（平成２１年介護サービス施設・事業所調査）

（注）　これらの他、年間を通じて実施する調査として、人口動態調査（職業・産業調査を含む）、医療施設動態調査、病院報告、衛生行政報告例、
　　　福祉行政報告例及び地域保健・健康増進事業報告がある。

第１０回２１世紀出生児縦断調査実施（平成１３年１月出生児）

  　全　国　厚　生　統　計　主　管　課　長　会　議

    全　国　厚　生　統　計　主　管　係　長　会　議

全　国　厚　生　統　計　主　管　係　長　会　議　

第９回２１世紀出生児縦断調査実施（平成１３年７月出生児）

厚　　生　　統　　計　　地　　区　　別　　講　　習　　会

介　護　サ　ー　ビ　ス　施　設　・　事　業　所　調　査　実　施

厚　生　統　計　調　査　地　区　別　事　務　打　合　せ　会　議
（山形県、長野県、神奈川県、豊田市、大阪市、香川県、佐賀県）

全　　　　国　　　　統　　　　計　　　　大　　　　会

２１世紀出生児縦断調査（仮称）実施（平成２２年５月出生児）

１　 平成２２年度統計情報部事業計画（厚生関係）について

事　　　　　　　　業　　　　　　　　名
備　　　　考

保健統計主管部局関係 社会福祉統計主管部局関係
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統　計　調　査　名

平成２２年

 　　　　　７　月 雇用動向調査（上半期）            

労働組合基礎調査                        

労働組合活動実態調査

労働災害動向調査 (総合工事業調査)       

　　　　　　　　　 賃金構造基本統計調査    

 　　　　　８　月 毎月勤労統計調査（特別調査）            

賃金引上げ等の実態に関する調査

 　　　　１０　月 就業形態の多様化に関する総合実態調査

 　　　　１１　月 労働安全衛生基本調査（労働安全衛生特別調査）

平成２３年

 　　　　　１　月 雇用動向調査（下半期）

労働災害動向調査(事業所調査)

          〃　　　　　   (総合工事業調査)  

就労条件総合調査

（注）上記の他、毎月実施する調査として、毎月勤労統計調査、労働争議統計調査等、四半期ごとに
　　　実施する調査として、労働経済動向調査がある。

（参考）平成２２年度統計情報部の調査実施計画（労働関係）について

労使関係総合調査
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２ 統計調査等業務・システム最適化の取組について

「電子政府構築計画」（平成15年7月 連絡会議決定）において策定することとさCIO

れた「統計調査等業務の業務・システム最適化計画」は、各府省等で行われている統計

調査等業務を府省横断的に見直し、経費・業務の簡素合理化、利便性の向上を図るため、

・各府省等の情報システムの集約（政府統計共同利用システムの整備）

・業務の簡素・合理化（業務処理の共通化、一元化・集中化、情報の標準化、外部資源

の活用等）

を骨子として、平成18年3月31日に 連絡会議において決定されたものである。CIO

厚生労働省における最適化計画に基づく具体的な取組としては、現時点で統計調査結

果における統計表の提供を当省のデータベースシステムから「政府統計共同利用システ

ム」にすべて移行し、そのポータルサイトとなる「政府統計の総合窓口（ｅ－Ｓｔａ

ｔ）」からの提供に切り替えたところである。これにより、利用者はｅ－Ｓｔａｔにア

クセスするだけで、府省間、統計調査間を意識せず、横断的に各種情報を利用すること

が可能となったところである。

また、「政府統計共同利用システム」は、オンライン調査の機能も有しており、当省

においても、これまで個別にシステムを整備して行ってきたオンライン調査を「政府統

計共同利用システム」に切り替え、行政コストや業務の合理化を図るとともに、従来オ

ンライン調査を行っていなかった統計調査についても、その性質に応じて、順次「政府

統計共同利用システム」を利用することにより、同様の合理化を目指すこととしている。

３ 人口動態調査について

本調査は、出生、死亡、死産、婚姻及び離婚の人口動態事象を恒常的に把握し、人口

及び厚生労働行政施策の基礎資料を得ることを目的としており、我が国の基幹調査の一

つとなっている。

また、平成２２年度は、人口動態職業・産業調査を実施することとしているため、各

地方自治体には調査への協力をお願いする。

人口動態調査事務については、市区町村に導入されている人口動態調査事務システム

により電子的に作成された人口動態調査票を、市区町村、保健所及び都道府県から厚生

労働行政総合情報システム（ＷＩＳＨ）を利用して報告する「人口動態調査オンライン

報告システム」を稼働している。

本報告システムは、市区町村、保健所及び都道府県における人口動態調査事務の負担
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軽減、効率化及びペーパーレス化が図られるものであり、この導入について、積極的に

進められるようお願いする。

４ 医師・歯科医師・薬剤師調査について

本調査は、全国の医師、歯科医師及び薬剤師について、就業の状況や分布等を把握し

厚生労働行政の基礎資料を得ることを目的とした調査であり、２年ごとに実施している。

平成２２年度は１２月に調査を実施することとしている。

５ 病院報告のオンラインによる提出について

病院報告では、現行の厚生労働省行政総合情報システム（ＷＩＳＨ）が平成２２年度

に廃止されることに伴い、調査票の提出を「政府統計共同利用システム（オンライン調

査システム）を利用したオンライン報告に変更し、平成２２年２月（２２年１月報告

分）より試行運用を行い、平成２２年５月より本格稼働することとしております。本シ

ステムの導入により事務の負担軽減や効率化が図られるものですので、積極的な推進に

ご協力いただきますよう、よろしくお願い申し上げます。

６ 社会福祉施設等調査、介護サービス施設・事業所調査について

社会福祉施設等調査は、全国の社会福祉施設等の数、定員、在所者、従事者の状況等

を把握し、社会福祉行政推進のための基礎資料を得ることを目的とした調査であり、３

年周期で行う精密調査とその中間年の簡易調査で構成されている。平成２２年度は簡易

調査の実施年に当たり、１０月に調査を実施することとしている。

介護サービス施設・事業所調査は、全国の介護サービスの提供体制、提供内容等を把

握することにより、介護サービスの提供面に着目した基盤整備に関する基礎資料を得る

ことを目的とした調査であり、毎年実施している。

平成２２年度は、介護保険施設及び居宅サービス事業所等に関する基本的な事項のほ

かに、サービス利用者の実態を把握することとし、１０月に調査を実施することとして

いる。

平成２２年度は、社会福祉施設等調査、介護サービス施設・事業所調査において、引

き続き、公共サービス改革法に基づき、民間委託を行うこととしている。

なお、施設・事業所に関する情報（名簿）の更新等については、地方公共団体に協力

をお願いする。
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７ ２１世紀成年者縦断調査（国民の生活に関する継続調査）について

本調査は、平成１４年１０月末現在で２０歳から３４歳であった男女及びその配偶者

を調査対象として、結婚、出産、就業等の実態及び意識の経年変化の状況を継続的に観

察することにより、少子化対策等厚生労働行政施策の企画立案、実施等のための基礎資

料を得ることを目的として、平成１４年から毎年実施している。

平成２２年度は１１月に第９回の調査を実施することとしている。

なお、平成２２年度より調査方法は、統計情報部から対象者へ調査票を直接郵送し、

対象者から直接郵送によって回収する方法に変更する。

８ 中高年者縦断調査（中高年者の生活に関する継続調査）について

本調査は、平成１７年１０月末現在で５０歳から５９歳の男女を追跡して、その健康

・就業・社会活動について、意識面・事実面の変化の過程を継続的に調査し、高齢者対

策等厚生労働行政施策の企画、実施のための基礎資料を得ることを目的として、平成

１７年から毎年実施している。

平成２２年度は１１月に第６回の調査を実施することとしている。

なお、平成２２年度より調査方法は、統計情報部から対象者へ調査票を直接郵送し、

対象者から直接郵送によって回収する方法に変更する。

９ ２１世紀出生児縦断調査について

本調査は、２１世紀の初年、平成１３（２００１）年に出生した子の実態及び経年変

化の状況を継続的に観察することにより、少子化対策等厚生労働施策の企画立案、実施

のための基礎資料を得ることを目的として、平成１３年から毎年実施している。

平成２２年度は平成２２年７月に第９回の調査を、平成２３年１月に第１０回の調査

を実施することとしている。調査方法は、統計情報部から対象となる世帯へ調査票を直

接郵送し、世帯から直接郵送によって回収する方法で実施している。

また、平成２２年度から、平成２２年５月に出生した子を対象とした、新たな出生児

縦断調査を実施し、平成１３年に出生した子との比較対照を行い、世代による違いを検

証することとしている。調査対象者数は約４２，０００人、調査期日は平成２２年１２

月初旬を予定している。
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10 その他の統計調査について

衛生行政報告例、福祉行政報告例、地域保健・健康増進事業報告、医療施設動態調査、

病院報告についても、例年通り実施することとしている。

なお、これら統計調査については、電子報告を推進しているところであるが、今後も

より一層の活用をお願いする。
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